
排 出 者
適正な引渡し
収集・再商品化等に関する費用の支払い
※ リサイクル料金（大手家電メーカーの例）：
エアコン¥3,675、テレビ¥2,835、冷蔵庫及び冷凍庫¥4,830、洗濯機¥2,520
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※ リサイクル料金（大手家電メーカーの例）：
エアコン¥3,675、テレビ¥2,835、冷蔵庫及び冷凍庫¥4,830、洗濯機¥2,520
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引 取 義 務
①自らが過去に小売りした対象機器
②買換えの際に引取りを求められた対象機器

引渡し義務

引 取 義 務
①自らが過去に小売りした対象機器
②買換えの際に引取りを求められた対象機器

引渡し義務

小売業者
家電販売店８万店（うち大型店０．５５万店）

小売業者
家電販売店８万店（うち大型店０．５５万店）
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①義務者不存在等
②中小業者の委託 自らが過去に製造・輸入した対象機器
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監視

管理票
（マニフェスト）
制度による確実
な運搬の確保

管理票
（マニフェスト）
制度による確実
な運搬の確保

再商品化等基準に従った再商品化等実施義務
エアコン:60%、テレビ:55%、冷蔵庫及び冷凍庫:50%、洗濯機:50%

指定引取場所指定引取場所 交付・回付
交付・回付

指定引取場所１９０箇所づつ
再商品化工場４６箇所

家電リサイクル法の現状について家電リサイクル法の現状について
１．家電リサイクル法の概要
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２．家電リサイクル法施行状況

（１）全国の指定引取場所における引取台数（４品目合計）

（２）品目別の指定引取場所における引取台数
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（３）再商品化実績
①再商品化率の推移

②平成17年度における品目別、素材別の再商品化重量(単位:トン)

データ出展：財団法人　家電製品協会

エアコン構成状況

鉄

銅
アルミ

その他

混合物

テレビ構成状況

冷蔵庫・冷凍庫構成状況 洗濯機構成状況

鉄

鉄 銅
アルミ＆混合物

ブラウン管ガラス

その他

鉄

銅＆アルミ

混合物

その他

銅＆アルミ

混合物

その他

エアコン

8482817878

40

50

60

70

80

90

13年度 14年度 15年度 16年度 17年度

テレビ

77817875
73

40

50

60

70

80

90

13年度 14年度 15年度 16年度 17年度

冷蔵庫・冷凍庫

66
64636159

40

50

60

70

80

90

13年度 14年度 15年度 16年度 17年度

洗濯機

75
68

65
6056

40

50

60

70

80

90

13年度 14年度 15年度 16年度 17年度

法令上の義務　60%

法令上の義務　55%

法令上の義務　50%法令上の義務　50%




